
 

 

 

 

 

 

 

身体拘束廃止指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人南陽会 

  



1．基本方針 

当法人は、利用者の尊厳と主体性を尊重し、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）を原則として行わない。身体的拘束等を必要としな

いケアの実現に向け、利用者個々の心身の状態を把握し、多職種で原因を検討するととも

に、環境調整及びケア方法の改善を継続する。 

利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行わない。 

2．緊急やむを得ない場合の例外（三原則） 

緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合は、次の 3 要件をすべて満たしていることを組織

として確認し、必要最小限の方法及び時間で実施する。 

① 切迫性：利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著

しく高いこと。 

② 非代替性：身体的拘束等以外に代替する介護方法がないこと。 

③ 一時性：身体的拘束等が一時的なものであること。 

家族等の同意があることのみを理由として身体的拘束等を行わない。3 要件の判断、代替

方法の検討及び解除の判断は、複数職員・多職種で行う。 

3．身体的拘束等に該当する行為 

身体的拘束等に該当する行為の例は、次のとおりとする。なお、これらに限らず、本人の

行動を制限する目的で行われる行為については、身体的拘束等に該当しないか検討する。 

1．徘徊しないように、車いす、いす、ベッド等に体幹や四肢をひも等で縛る。 

2．転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

3．自分で降りられないように、ベッドを柵等で囲む。 

4．点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

5．点滴、経管栄養等のチューブを抜かない、又は皮膚をかきむしらないように、手指の

機能を制限するミトン型の手袋等を使用する。 

6．車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y 字型抑制帯、腰ベ

ルト、車いすテーブル等を使用する。 

7．立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。 

8．脱衣やおむつ外しを制限するために、介護衣（つなぎ服）等を着用させる。 

9．他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で縛る。 

10．行動を落ち着かせる目的で、必要性を超えて向精神薬等を使用する。 

11．本人の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

4．身体拘束廃止委員会 



（1）設置目的 

・施設内での身体拘束廃止に向けての現状把握及び改善についての検討。 

・身体拘束を実施せざるを得ない場合の検討及び手続き。 

・身体拘束を実施した場合の解除に向けた検討。 

・身体的拘束等の報告方法を整備し、報告された事例を集計・分析する。 

・身体的拘束等の適正性及び適正化策を検討し、検討結果を職員に周知する。 

・適正化策を講じた後、その効果を評価する。 

・身体拘束廃止に関する職員全体への指導及び研修。 

・本指針の見直し。 

（2）構成 

委員会は、施設長、管理者、生活相談員、介護支援専門員、看護職員、介護職員、機能訓

練指導員、栄養士その他必要と認める職員で構成する。 

（3）開催 

委員会は、2 か月に 1 回を基本として定期的に開催する。また、身体的拘束等が必要と考

えられる事例が発生した場合は、必要に応じて随時開催する。検討結果は職員に周知す

る。 

5．身体的拘束等を行わないための取組 

・利用者の行動を問題として捉えるのではなく、その背景や原因を把握する。 

・起床、食事、排泄、清潔保持、活動等の基本的ケアを利用者の生活リズムや状態に合わ

せて整える。 

・認知症、せん妄、疼痛、睡眠、排泄、薬剤、栄養、活動量等について多職種で評価す

る。 

・転倒等の危険を減らす環境整備、福祉用具の適正使用、見守り方法及び職員間の情報共

有を検討する。 

・スピーチロック等、言葉や対応による心理的な行動制限についても、利用者の尊厳を損

なわないよう留意する。 

6．やむを得ず身体的拘束等を行う場合の手順 

① 利用者の状態、危険性、原因、これまでに実施した代替策を確認する。 

② 委員会又は複数職員・多職種で「切迫性」「非代替性」「一時性」の 3 要件を確認し、

身体的拘束等以外の方法がないか検討する。 

③ 実施する場合は、方法、場所、時間帯、開始時期、実施期間及び解除の目安を必要最

小限に定める。 

④ 利用者本人及び家族等に、身体的拘束等の内容、目的、理由、時間、期間及び解除に



向けた取組を説明する。 

⑤ 実施中は利用者の心身の状態を継続的に観察し、その態様及び時間、その際の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

⑥ 身体的拘束等を継続している間は、定期的かつ必要時に 3 要件及び代替方法を再検討

し、3 要件を満たさなくなった場合は直ちに解除する。 

⑦ 解除後は、経過及び解除後の状態を確認し、再度身体的拘束等を行わずに済むケア方

法を検討する。 

7．身体的拘束等の報告及び検討 

身体的拘束等を実施した場合又は実施の必要性が生じた場合は、速やかに施設長・管理者

その他所定の責任者へ報告する。 

報告された事例は身体拘束廃止委員会で集計・分析し、身体的拘束等の発生時の状況、原

因、実施の適正性、代替方法及び適正化策を検討する。検討結果は職員に周知し、適正化

策を講じた後はその効果を評価する。 

8．記録 

緊急やむを得ず身体的拘束等を行った場合は、次の事項を記録する。 

・身体的拘束等を行う態様及び時間。 

・実施時の利用者の心身の状況。 

・緊急やむを得ない理由及び 3 要件の確認内容。 

・実施前に検討した代替方法及びその結果。 

・利用者本人及び家族等への説明内容。 

・実施中の観察内容、再検討の内容、解除時期及び解除後の状況。 

9．職員研修 

身体拘束廃止及び身体的拘束等の適正化に関する研修を年 2 回以上実施し、新規採用時に

も実施する。研修では、身体的拘束等の弊害、身体的拘束等に該当する行為、3 要件、代

替方法、実施時の手続き及び記録等について周知する。研修内容及び実施記録を保存す

る。 

10．指針の閲覧及び見直し 

本指針は、職員が常時閲覧できる状態で備え付け、必要に応じて利用者及び家族が閲覧で

きるようにする。委員会において定期的に内容を確認し、法令・通知等の改正又は施設の

状況に応じて見直す。 

 

施行日 令和７年６月 1 日 


